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広域予備率に基づき運用・設計中の制度（１）供給計画・需給検証

 供給計画や需給検証時の需給バランスは、地域間連系線を活用して、予備率が高い
エリアから低いエリアへ、各エリアの予備率が均平化するように連系線の空容量の範囲
内で供給力を振り替えて評価を行っている。

（出所）2020年度供給計画取りまとめ（2020年3月31日_電力広域的運営推進機関）
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【参考】需給検証における広域エリアでの確認（例）

（出所）第24回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会資料３（2020年5月25日）





広域予備率に基づき運用・設計中の制度（３）新インバランス料金制度
 昨年12月、電力・ガス取引監視等委員会において、2022年度以降の新たなインバラ
ンス料金制度の詳細設計の中間とりまとめが行われた。

 本中間とりまとめでは、広域運用された調整力の限界的なkWh価格か需給ひっ迫時
補正インバランス料金のいずれか高い方をインバランス料金に引用することとされている
（広域運用されたエリアは同一のインバランス料金となる）。

 また、将来的（2024年度）には補正料金算定インデックスを各一般送配電事業者
等の予備率（広域予備率）と一本化することを目指すとされている。

6（出所）2022年度以降のインバランス料金制度について（中間とりまとめ）







9

電力需給にかかる各制度の検討状況
 既に様々な制度・市場の設計等が、連系線で接続される複数エリアで一体的に管理するものと
して順次整備されてきており、需給ひっ迫時の対応等についても検討を進める必要がある。




